
宝達志水町の給与 口定員管理等について

1 総括
(1)人件費の状況 (普通会計決算 )

(注)人件費には、職員に支払われる給与のほか、町長や町議会議員等の特別職に支払われる給料、報酬等を含みます。

(2)職員給与費の状況 (普通会計決算 )

(参考)一人当
たり給与費
B/A

(参考)類似団体
平均一人当
たり給与費

千円

5,616

千円

5,544

い 。

2 職員数は、平成31年4月 1日 現在の普通会計に属する人数です。
3 給与費については、任期付短時間勤務職員 (再任用職員 (短時間勤務))の給与費が含まれており、
職員数には当該職員を含んでいない。

(3)ラ スパイレス指数の状況

(注)1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
(構成)を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表 (―)適用職員の俸給月額を

100と して計算した指数。
2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※ 平成31年 4月 1日 のラスパイレス指数が、① 3年前に比べ 1ポイント以上上昇している場合、② 3年連続で上
100を

(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2%の引き下げ及び地域手当の

見直し等に取り組むとされている。

く鬱菱)未実施]
実施内容 (平均引下げ率、実施 (実施予定)時期、経過措置の有無等具体的な内容 (未実施の場合には、その理由)

(給料表の改定実施時期)平成27年 4月 1日
(内容)一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ平均15%引 き下げ。 (最大で△28%見直し率)
激変緩和のため、3年間 (平成30年 3月 31日 まで)経過措置 (現給保障)を実施。他の給料表についても
一般行政職給料表との均衡を踏まえ見直しを実施。

してい い ついて

区  分 住民基本台帳人口

(2年 1月 1日 )

歳 出 額

A

実質収支 人 件 費 人件費率

B/A
(参考)

30年度の人件費率

元年度 人

12,998

千円

7,574,916

千円

258,875

千円

1,135,725

%

150

%

15.3

与 費給職員数

A 給 料 職員手当 期末。勤勉手当 計  B

区  分

190,527

千円 千円

724,523

元年度 人

129

千円

475,577

千円

58,419

仰
囲

Ｈ２

ｍ

(
徹
９６
剛
９６４

の

４∽
９６３

つ

ね

徹

９０ｍ
醒

Ｈ２
阻

０

２

彼

９６

Ｈ３

９６四
９６３

全国町村平均宝達志水町 類似団体平均

の人事異動による職員構成の変動による

②その他の見直し内容

扶養手当について、国と同様に段階的に見直し (平成29年4月 1日 )



2 職員の平均給与月額は初任給等の状況
(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 (令和2年 4月 1日 現在 )

①一般行政職

区  分 平均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国比較ベース)

宝達志水町 43.8 歳 300,300 円 339,589 円 317,505 円

石川県 42.1 歳 320,423 円 403,884 円 354,351 円

国 43.2 歳 327,564 円 408,868 円

類似団体 41.5 歳 302,596 円 349,574 円 325,535 円

②技能労務職

※個人情報の観点から、職員が1～ 2名の場合はデータを全て「*(アスタリスク)」とする。

区  分

参 考

年収ベース(試算値)の比較

公務員(C) 民間(D) C/D

宝達志水町

*** 2,997,200

***

において て し ―夕を使用している。(平成29年～平成31年の3ヶ年平均)*

*技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

*年収ベースの「公務員 (C)」 及び「民間 (D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支

給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

(注)1 「平均給料月額」とは、令和2年4月 1日 現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当
の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかかにされているものである。

また、「平均給与月額 (国比較ベース)」 は、比較のため国家公務員と同じベース (=時間外勤務手当等を除いたも
の)で算出している。

(2)職員の初任給の状況 (令和2年4月 1日現在)

区   分 宝達志水町 石 川 県 国

一般行政職 大 学 卒 182,200円 182,600円 182,200円

高 校 卒 150,600円 151,000円 150,600円

技能労務職 高 校 卒 147,900円 148,300円 円

中 学 卒 139,900円 132,600円 円

区   分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職 大 学 卒 241,700 円 327,000 円 356,900 円 371,600 円

高 校 卒 216,200 円 ― 円 320,700 円 344,400 円

技能労務職 高 校 卒 円 ― 円 ― 円 *** 円

中 学 卒 円 一 円 円 円

区  分

公務員 民 間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額
(A)

平均給与月額
(国比較ベース)

対応する民間
の類似職種

平均
年齢

平均給与
月額 (B)

A/B

宝達志水町 37.8 歳 3 225,100 円 248,533  円 240,600 円

歳 0 ― 円 ― 円 ― 円

***  病勇 1 *** 円 *** 円 **十 円 自家用乗用自動車渾転手
58,3歳 232,100円

***  病霊 2 ***円 *** 円 *** 円

石川県 55.5 歳 168 301,789 円 332,707 円 314,042 円

国 50,9 歳 2,319 287,283  円 328,862 円

類似団体 51.5 歳 5 280,085 円 294,819 円 288,268 円

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 (令和2年4月 1日現在 )



3 -般 行政職の級別職員数等の状況
(1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 (令和2年4月 1日 現在 )

(注)1 宝達志水町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

1級 主事
人

15

%
10.14

円

146,100

円

247,600

2級 主任、主事
人

28

%
18.92

円

195,500

円

304,200

3級 主幹、主任
人

65

%
43,92

円

231,500

円

350,000

4級 担当課長、課長補佐
人

22

%
14.86

円

264,200

円

381,000

5級 言果長
人

15

%
10,14

円

289,700

円

393,000

6級 課長
人

0

%
0,0

円

319,200

円

410,200

7級 参事、課長
人

3

%
2.03

円

362,900

円

444,900

国宝達志水町

特定管理
職員

一般職員管理職員 一般職員

平成 31年 4月 2日 から令和 2年 4月 1日
までにおける運用

OO O○

○ ○○ O

イ 人事評価を実施した

口 人事評価を実施していない



4 職員の手当の状況
(1)期末手当・勤勉手当

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2)退職手当 (令和2年4月 1日現在 )

(注)退職手当の 1人当たり平均支給額は、31年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3)特殊勤務手当 (令和2年 4月 1日 現在 )

宝達志水町 石川県 国

1人当たり平均支給額 (元年度)

1,519千円

1人当たり平均支給額 (元年度)

1,675千 円

(元年度支給割合)

期末手当

2.60 月分
(1.45)月 分

勤勉手当

1,9 月分
(0,90)月 分

(元年度支給割合)

期末手当

2.60 月分
(145)月 分

勤勉手当

1,9  月分

(0.90)月 分

(元年度支給割合)

期末手当

2.60 月分
(1.45)月 分

勤勉手当

1,9 月分

(0,90)月 分

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

(加算措置の状況)

機制上の段階、職務の級等による加算措置 有

(加算措置の状況)

織制上の段階、職務の級等による加算措置 有

令和元年度中における運用

宝達志水町

管理職員 一般職員
特定管理
職員

一般職員

イ 人事評価を実施した O ○ O ○

O ○ ○ ○

口 人事評価を実施していない

宝達志水町 国

(支給率)

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

1人当たり平均支給額

自己都合

19.6695

28.0395

39,7575

47709

89

応募認定・定年

24.586875 月′分

33.27075 月分

47.709 月分

47.709 月分

18,025 千円

月分

月分

月分

月分

千円

(支給率)

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

自己都合

19.6695 月分

280,395 月分

39,7575 月分

47,709 月分

応募認定・定年

24.586875 月分

3327075 月分

47.709 月分

47,709 月分

支給実績 (元年度決算) 25,497千円

支給職員1人当たり平均支給年額 (元年度決算) 728,485 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(元年度) 1605 %

手当の種類 (手当数) 4種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績
(元年度決算)

左記職員に対する文給単価

行旅死亡人等処置手当
行旅死亡人又は行旅病人の収容

作業に従事した職員
行旅死亡人又は行旅病
人の収容作業 0 千円 死亡人1万円、病人 3千円

医療業務手当

医療業務及び診療業務について
の調査、研究に従事する医療給料
表の適用を受ける職員のうち、町

長の定める職員

医療業務及び診療業務
についての調査、研究

15,468 千円
予算の範囲内で町長が別に
定める額

放射線取扱手当

エックス線その他の放射雅泉を人体
に対して照射する作業に従事する

職員

エックス線その他の放射
線を人体に対して照射す
る作業

168 千円 月額7,000円

夜聞看護等手当

病院に勤務する助産師、看護師又
は准看護師の師の資格を有する職
員及びこれらの職員の業務を補助
する職員

正規の動務時間による勤
務の一部又は全部として

午後10時から翌日の年前
5時までの間において看
護等の業務に従事したと
き。

9,749 千円

1深夜における~勤務時間が4
時間以上 3,550円
2深夜における勤務時間が2
時間以上4時間未満 3,100円
3深夜における勤務時間が2
時間未満 2,150円

病院に勤務する医療給料表の適
用を受ける職員のうち町長の定め
る職員

正規の勤務時間以外の

時間において、勤務の時

間帯その他に関し町長が

定める特別な事情の下で

挟急医療等の業務に従
事したとき。

112 千円 1回 1,240円



(4)時間外勤務手当

支給実績 (元年度決算) 22,981千円

職員1人当たり平均支給年額 (元年度決算) 175千円

支給実績 (30年度決算) 19,883千 円

職員1人当たり平均支給年額 (30年度決算) 146千円

(注)職員 1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績 (元年度決算)」 と同じ年度の

4月 1日 現在の総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)

であり、短時間勤務職員を含む。

(5)その他の手当 (令和2年4月 1日 現在)

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

支給実績
(31年度決算)

支給職員刊人当たり

平均支給年額

(31年度決算)

供養手当 O扶養親族のある職員に対して下記の

区分により支給

・配偶者     6,500円
・子      10,000円
。父母等     6,500円
・満16歳の年度初めから満 22歳の

年度末までの子 5,000円

(1人につき 。加算額)

同 14,140千円 282,800円

住居手当 O借家・借問居住者
・家賃が月額27,000円以下

家賃-16,000円

・家賃が月額27,000円 を超え61,000円 未満

(家賃-27,000円 )× 1/2+■ ,000円

・家賃が月額61,000円以上

28,000円

同 1,843千円 263,285円

通勤手当 O交通機関を利用して運賃等を負担して

いる職員

・運賃相当額が55,000円以内

全額支給

・運賃相当額が55,000円超

55,000円

○交通用具等を使用している職員

2～ 5km   2,000円
5～ 10km  4,200円

10～  15k皿   7,100円
15～ 20kⅢ  10,000円
20～  25km    12,900円

25～ 30kn  15,800円

30～ 35h皿   18,700円
35～ 40km  21,600円

40～ 45km  24,400円

45～  50km    26,200円

50～ 55km  28,000円

55～  60k皿     29,800円

60k皿以上   31,600円

同 6,744千 円 60,214円

管理職手当 ○管理又は監督の地位にある職員について、

その特殊性に基づいて支給

給料表の別に、職務の級及び区分に応じて

29,600円～77,400円

同 9,046千 円 565,375円



5 特別職の報酬等の状況 (令和 2年 4月 1日現在 )

(注)1 退職手当の「1期の手当額」は、4月 1日 現在の給料月額及び支給率に基づき、1期 (4年 =48月 )
勤めた場合における退職手当の見込額である。

2 ただし、町長の給料は20%カ ットしている

6 職員数の状況
(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

1

2

区   分 給 料 月 額 等

給
　
料
町   長

副 町 長

760,000円

600,000円

(参考)類似団体における最高/最低額

最高額

846,000 円

680,000 円
最低額

514,000 円

479,000 円

報

　

酬

議   長

副 議 長

議   員

337,000円

285,000円

275,000円

最高額

354,000 円

306,000 円

288,000 円

最低額

247,000 円

198,000 円

175,000 円

期
末
手
当

町長、副町長 (令和元年度支給割合) 3.35月

議長、副議長、議員 (令和元年度支給割合) 3.35月

退
職
手
当

町    長

副  町  長

(算定方式)

76万円×在職年数×(100/100+487/100)

60万円×在職年数×(100/100+207/100)

(1期の手当額)

17,844,800円

7,368,000円

(支給時期)

任期毎

任期毎

職   員   数区

部  門 令和元年

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
令和2年

3 03

41 1 職員配置の見直し42

09 9

△ 5 退職者不補充(保育士)27 32

09 9

00 0

08 8

02 2

0

議 会

総 務

税 務

民 生

衛 生

労 働

農林水産

商 工

土 木 7 7

△ 4

<参考>

人口1万人当たり職員数 8281  人

一
般
行
政
部
門

計 107 111

職員配置の見直し教育部門 22 23 △ 1

<参考>

人日1万人当たり職員数 99,83  人小 計 129 134 △ 5

普
通
会
計
部
門

職員配置の見直し76 75 1

3 3 0

3 3 0

7 8 △ 1

病 院

水 道

下水道

その他

89 89 0

会
計
部
門

公
営
企
業
等

小 計

218

[ 273 ] [ ]

223

273

△ 5

<参考>

人口1万 人当たり職昌数 168,72  人

合  計

[  ]内は、条例定数



(2)年齢別職員構成の状況 (令和2年4月 1日 現在 )
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(3)職員数の推移

(注)1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

(各年4月 1日 現在)

区 分
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職員数
人

1
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2

人
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人

16

人

22

人

20

人

34

人

38

人

20

人

21
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17
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218

年度

男ll
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

過去5年間の

増減数 (率 )

一般行政 122 116 116 114 111 107 ▲ 15  ▲ 18.5%

教育 22 22 22 22 23 22 0 0.0%

普通会計計 144 138 138 136 134 129 ▲ 15  ▲ 11.2%

公営企業等会計計 88 88 87 88 89 89 1 1.1%

総合計 232 226 225 224 223 218 ▲ 14  ▲ 6.3%



職員の服務等について

1 職員の勤務時間その他勤務条件の状況
(1)勤務時間の状況 (令和 2年4月 1日 現在 )

勤務時間 8 : 30 17 : 15(1週 間の勤務時間 38時間45分 )

休憩時間 12 : 00 13 : 00

振り1こよります

(2)休暇の状況 (令和 2年4月 1日 現在 )

職員の休暇については、「職員の勤務時間、休暇等に関する条例」及び「職員の勤務時間、休暇等に関する規

則」により定められています。

2 職員の分限及び懲戒処分の状況

※懲戒処分 :職員に、法令等違反や全体の奉仕者である公務員としてふさわしくない非行があつた

場合などに、公務員関係の秩序を維持するため、制裁として行うもの。
※分限処分 :公務の能率を維持し公務の適正な運営を確保するため、勤務実績が良くない場合や

心身の故障により長期の休養を必要とする場合に、職員の意に反して行うもの。

1

区分 事 由 期    間

病
気
休
H限

下記以外 90日 の範囲内

結核性疾患 1年の範囲内

公務上又は通勤による負傷又は疾病 必要と認められる期間

特
男可
休
Hr又

選挙権その他公民としての権利の行使 必要と認められる期間

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体
の議会その他官公署へ出頭する場合

必要と認められる期間

骨髄移植のための登録又は提供に伴う検査、入院等 必要と認められる期間

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う

場合
1の年において5日 の範囲内

特

兄ll

休

H限

結婚体暇
連続する7日 (土 日を除く)の
範囲内

産前・産後休暇 産前 8週間 。産後 8週間

生後1年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のため
の授乳等を行う場合

1日 2回それぞれ 30分以内の
期間

生理休H限 2日 以内の範囲内

職員の妻の出産に伴 う入退院の付添い等を行う場合
妻が入院する等の日から出産の

日後 2週間の期間内に2日

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、子を

看護する必要がある場合
1の年において 5日 の範囲内

男性の育児参加
産後 8週までの間に5日 の範囲
内

忌引休暇
親族の区分により1日 から7日
の範囲内

夏季休暇
7月 から9月 までの間に5日 の

範囲内

地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失
し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の復旧作業等のた
め勤務しないことが相当であると認められるとき

7日 の範囲内

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により

勤務することが困難であると認められる場合
必要と認められる期間

介
護
体
H限

配偶者、父母、子、配偶者の父母及び兄弟姉妹等を 2週間以
上にわたり介護するため、勤務しないことが相当であると認
められるとき

介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、連続する6月 の範
囲内

懲戒処分
免  職 停  職 減  給 戒  告
0人 0人 0人 1人

分限処分
免    J哉 降   任 休  職 降   給
0人 0人 1人 0人


